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竹村憲郎教授 履歴・業績
竹村憲郎（たけむら のりお）
昭和１４（１９３９）年１０月１３日 東京都足立区梅島町で誕生
【最終学歴】
昭和４５（１９７０）年３月 早稲田大学大学院商学研究科博士課程単位取得退
学
【学 位】
昭和３９（１９６４）年３月 商学修士（早稲田大学）
昭和４４（１９６９）年７月 修士（Master of Science）（ミネソタ大学，Univer-
sity of Minnesota）
【職 歴】
昭和４５（１９７０）年４月 専修大学経営学部専任講師
昭和４８（１９７３）年４月 同 上 助教授
昭和５２（１９７７）年８月―昭和５３（１９７８）年３月 フルブライト交換研究員
（ノースウェスタン大学大学院経営研究科客員研究員）
昭和５５（１９８０）年４月 専修大学経営学部教授，現在に至る
昭和５９（１９８４）年４月―昭和６０（１９８５）年３月 ネブラスカ大学経営学部
客員教授
この間，東洋大学経営学部，明治学院大学経済学部，早稲田大学理工学
部，福岡大学大学院経済学研究科などの兼任講師を歴任
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【学内主要役職】
平成元（１９８９）年６月―平成３（１９９１）年５月 専修大学経営研究所長
平成６（１９９４）年９月―平成１０（１９９８）年８月 専修大学経営学部長，学
校法人専修大学理事・評議員
平成１７（２００５）年４月―平成２０（２００８）年９月 専修大学大学院経営学研
究科長
この他，就職指導委員会委員，電子計算機室学術利用委員会委員およ
び委員長，情報科学センター・センター員，国際交流センター委員会委
員，教員資格審査委員会委員，企画委員会委員，２１世紀構想委員会委員，
戦略会議委員，社会知性開発研究センター運営委員会委員，大学院ホー
ムページ委員会委員長などを歴任
【学会活動】
昭和６０（１９８５）年９月―昭和６２（１９８７）年９月日本都市情報学会常任理事
昭和６３（１９８８）年５月―平成２（１９９０）年５月 日本セキュリティ・マネ
ジメント学会常任理事
平成２（１９９０）年５月―平成４（１９９２）年５月 日本セキュリティ・マネ
ジメント学会理事
平成４（１９９２）年５月―平成８（１９９６）年５月 日本セキュリティ・マネ
ジメント学会常任理事
平成５（１９９３）年４月―平成７（１９９５）年３月 経営情報学会理事・総務
委員長
平成７（１９９５）年６月―現在 Vice President and Fellow, The Pan-Pacific
Business Association
平成８（１９９６）年５月―平成１０（１９９８）年５月 日本セキュリティ・マネ
ジメント学会監事
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平成８（１９９６）年６月―平成１０（１９９８）年５月 National Liaison Officer of
the International Conference on Information Systems
平成８（１９９６）年１０月―平成１０（１９９８）年９月 日本社会情報学会常任理
事
平成９（１９９７）年９月―平成１１（１９９９）年８月 日本会計研究学会評議員
平成１０（１９９８）年５月―平成１４（２００２）年６月 日本セキュリティ・マネ
ジメント学会常任理事
平成１４（２００４）年６月―平成１８（２００６）年６月 日本セキュリティ・マネ
ジメント学会理事
この間，日本経営学会，日本会計研究学会，組織学会，日本経営教育
学会，日本セキュリティ・マネジメント学会，経営情報学会，日本情報
経営学会（旧オフイスオ－トメ－ション学会），国際会計研究学会，The
Pan-Pacific Business Association, The Association for Information Sys-
tems, The Society for Information Management, The American Account-
ing Association, The American Institute for Decision Science等の会員
【公的活動】
日本学術会議経営学研究連絡委員（平成６〈１９９４〉年１０月―平成９〈１９９７〉年
１０月）
日本経済学会連合評議員
私立大学等情報処理教育連絡協議会情報処理教育研究委員
農林水産省統計情報部情報システム基礎研修講師
中小企業事業団・中小企業研究所各種研究委員
アジア生産性機構「OAセミナー」アドバイザー
東京都中小企業総合情報ネットワ－ク化推進協議会委員
東京都総合情報ネットワ－ク運営協議会委員
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日本オフイス・オ－トメ－ション協会「OA全国総合大会」企画委員長
日本デ－タ・プロセシング協会認定情報システム・コンサルタント
日本情報処理開発協会「情報化白書」編集専門委員 などを歴任
業 績
【共著・編著】
１９７１年１０月 『現代会計学』，中央経済社
１９７３年６月 『経営学の基礎知識』，有斐閣
１９７３年２月 『財務諸表論の徹底研究』，中央経済社
１９７５年２月 『経営情報論』，有斐閣
１９７５年４月 『新版 現代簿記論』，中央経済社
１９７５年１１月 『経営情報管理』，法学書院
１９７８年５月 『体系連結財務諸表論』，同文館
１９８０年４月 『コンピュータ情報処理論』，白桃書房
１９８１年１月 『経営情報管理』，日本規格協会
１９８２年９月 『社会情報システムと地域情報』（放送文化基金研究助成報
告書），社会情報システム研究会
１９８４年４月 『会計学の基礎』，中央経済社
１９８４年１２月 『マネジメントのためのオフィス・オートメーション』，オー
ム社
２００２年７月 『現代会計研究』，白桃書房
２００４年３月 『情報技術革新と経営学』，中央経済社
【辞典（一部項目執筆）】
１９７１年４月 『経営実務用語辞典』，（株）経雄
１９７３年１月 『コーラー会計学辞典』（翻訳），丸善
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１９７４年１０月 『会計情報ハンドブック』，同文館
１９７４年１１月 『基本マーケティング・マネジメント用語辞典」，白桃書房
１９８１年７月 『経営学小辞典』，有斐閣
１９８３年５月 『基本経営システム用語辞典』，白桃書房
１９９０年２月 『セキュリティ・マネジメント・ハンドブック』，日刊工業新
聞社
１９９０年６月 『経営教育ハンドブック』，同文館
１９９５年８月 『基本マーケティング用語辞典』，白桃書房
１９９８年７月 『人材開発辞典』，（株）キャリアスタッフ
【論 文】
１９６４年３月 修士論文「物価変動会計の基礎的考察」早稲田大学へ提出
１９６５年５月 「ストックオプションの意義と会計処理」，『早稲田大学会計
学研究』第１０号
１９６５年５月 「年金費用の会計」，『早稲田大学会計学研究』第１１号
１９６６年５月 「建設工事費の管理」，『早稲田大学商経論集』第１１号
１９６６年１１月 「ストックオプション会計について」，『早稲田大学商経論集』
第１２号
１９６９年５月 “Accounting for Price-Level changes”
“An Organization for Elertronic Data Processing”
“Changing Environment of Agriculture in Japan”
ミネソタ大学へ提出
１９６９年１１月 「EDPシステムにおける内部監査」，『早稲田大学会計学研
究』第１４号
１９７０年７月 “Internal Control of EDP Systems”，『早稲田大学商経論集』
第１８号
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１９７１年２月 「EDP部門の組織」，『専修経営学論集』第９号
１９７２年３月 「情報価値の測定」，『専修経営学論集』第１１号
１９７２年６月 「情報の価値」，『コンピュータ・レポート』１９７２年７月号，
日本経営科学研究所
１９７２年１０月 「タイムシェアリングシステムと社会科学」，『社会科学と情
報処理』，白桃書房
１９７３年１０月 「情報システムの評価」，『企業会計』第２５巻１１号，中央経済
社
１９７３年１０月 「コンパラティブ・マネージメントの意義とアプローチ」，
『専修経営学論集』第１４号
１９７４年１０月 「コンパラティブ・マネージメント序説」，日本経営学会編『経
営国際化の諸問題』，千倉書房
１９７４年１０月 「会計情報システムと企業財務モデル」，東洋大学附属電子計
算機センター編『会計理論と情報処理』，白桃書房
１９７４年１１月 「情報システムの設計」，『専修経営学論集』第１７号
１９７５年１月 「会計研究の潮流」，『EDPレビュウ』，日本能率協会
１９７５年６月 「AISとMIS」，『専修大学経営研究所報』第２５号
１９７５年７月 「経営情報論生成の背景」，『専修経営学論集』第１７号
１９７５年１０月 「MISの構成」，『専修大学経営研究所報』第２７号
１９７６年３月 「行列簿記による財務情報システム」，専修大学『会計学研
究』第１号
１９７６年１１月 「社会システムと情報空間の拡大」，東洋大学附属電子計算機
センター編『コンピュータ科学 第９号』，白桃書房
１９７７年３月 「日本の文科系学部における情報管理教育」，『専修経営年
報』第１号，専修大学経営研究所
１９７８年３月 「社会監査の概念について」，『専修経営年報』第２号，専修
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大学経営研究所
１９７８年４月 「システム思考とマネジメント」，『専修経営学論集』第２５号
１９７８年７月 「米国大学におけるMIS教育の現状」，『データ・プロセシン
グ』第１１号，日本 データ・プロセシング協会
１９７９年３月 「米国における社会的責任開示の現状―Ernst & Ernstの調査
報告書を中心として」『専修経営年報』第３号，専修大学経営研究所
１９７９年９月 「米国におけるビジネス教育の現状」，日本経営学会編『経営
学論集』第４９号，千倉書房
１９８０年２月 「社会情報システムと放送情報」，『専修経営学論集』第２９号
１９８１年３月 「新しい企業情報システムにおける枠組」，『事務と経営』第
４０４号
１９８１年９月 「オフィス・オートメーションの実践的研究―MISはどうな
る」，『コンピュ－タ・レポート』第２１巻１０号 通巻２７８号
１９８１年１０月 「OA時代の到来」，『標準化と品質管理』第３４巻１０号，日本
規格協会
１９８２年７月 「分散処理システムと意思決定支援システム（DSS）」，『事務
と経営』第４２０号
１９８２年１０月 「OAと標準化」，『標準化と品質管理』第３５巻１０号，日本規
格協会
１９８３年１０月 「OAの動向と展望」，『標準化と品質管理』第３６巻１０号，日
本規格協会
１９８４年４月 「オフィス・オートメーション実態調査報告」，『専修経営学
論集』第３７号
１９８５年１月 「米国金融情報システム」，『cab』第８４号，経済法令研究会
１９８５年１０月 「日米 OA比較」，『OAリサーチ・レポート』第１５号，日本
オフィスオートメーション協会
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１９８６年２月 “A Comparative Study on Office Automation Between the U.S.
A.and Japan”，『専修経営学論集』第４１号
１９８６年３月 「米国諸大学における会計教育の動向」，『国際会計研究学会
年報 １９８５年度』
１９８６年６月 「DSSとニューテクノロジー」，『オフィス・オートメーショ
ン』第７巻２号，オフィス・オートメーション学会
１９８７年６月 “Accounting Education in Japan”，Accounting and Financial
Reporting in Japan，Van Nostrand Reinhold（UK）co. Ltd
１９８８年２月 「品質管理・SQC日米比較実態調査報告」，『専修経営研究年
報』第１２号，専修大学経営研究所
１９８９年２月 「新規事業・ベンチャー企業に関する実態調査報告」，『専修
経営研究年報』第１３号，専修大学経営研究所
１９９０年２月 「企業経営の国際化と情報システムの在り方」，『情報システ
ム国際化構築定例集』，日本オフィスオートメション協会
１９９１年２月 「欧州における日系企業の経営国際化と情報システム構築の
現状」，『専修経営研究年報』第１５号，専修大学経営研究所
１９９１年３月 「役員提供情報システムへの挑戦」，『事務管理』第３０巻４号，
日刊工業新聞社
１９９２年４月 「わが企業における情報化の現状」，『専修経営学論集』第５４
号
１９９３年４月 「企業経営の国際化とグローバル情報システムの構築」，『２１
世紀のニュー・マネジメント』第１５巻，総合法令（株）
１９９４年１月 「経営の国際化と情報システム」，『国際化時代と会計』，中央
経済社
１９９４年３月 「役員情報システム（EIS）の構築」，『専修経営学論集』第
５８号
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１９９４年７月 「生産・物流のグローバル化と GCN」，『グローバル企業の情
報戦略』，有斐閣
１９９４年１０月 「わが企業における情報化の現状―１９９３年情報化実態調査報
告を中心にして」，『専修経営学論集』第５９号
１９９６年８月 「私立大学における決算書類開示の現状―首都圏私大30校を
中心にして」，『専修経営学論集』第６２号
１９９９年３月 「ネットワークの進展とビジネス・プロセスの変革」，「専修
経営学論集」第６８号
１９９９年１２月 「MIS論文における研究テーマと研究方法の変遷」，『専修経
営学論集』第６９号
１９９９年１２月 「MISの科学的進歩に関する一考察―Ali F. Farhoomandの所
説を中心にして」，『専修経営学論集』第６９号
２０００年３月 「わが国私立大学における経営学部教育の回顧―専修大学経
営学部のカリキュラム変遷を中心にして」，『専修経営学論集』第７０号
２００１年３月 「Eコマースの普及とバーチャル・ストアのコスト的側面」，
『専修経営学論集』第７２号
２００１年１１月 「バーチャル・ストアの開店・運営コスト」，『学際的管理会
計』，白桃書房
２００５年６月 「大学入試における教科「情報」の導入と課題―専修大学経
営学部の事例を中心にして」，日本情報教育開発協議会『第１回全国大
会講演論文集』
２００６年６月 「大学入試における教科『情報』の実施と高校教員の意識」，
日本情報教育開発協議会『第2回全国大会講演論文集』
【資 料】
１９７２年７月 「インドネシアのコンピュータ事情」，『コンピュータ・レポ
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ート』１９７２年７月号
１９７８年７月 「米国におけるビジネス・スクールのランキング」，『専修経
営学論集』第２６号
１９８０年５月 「オフィス・オートメーション：文献による海外動向」，『事
務と経営』３９４号
１９８１年１０月 「オフィス・オートメーション機器の米国市場動向」，『機械
輸出』第２９巻１２号，日本機械輸出組合
１９８２年１月 「米国オフィス・オートメーション事情」，『機械輸出』第３０
巻１号，日本機械輸出組合
１９８２年２月 「米国 OAユーザー事情（１）」，『事務と経営』４１６号
１９８２年３月 「経営情報システムの文献リスト作成」，『専修経営研究年報』
第６号，専修大学経営研究所
１９８２年３月 「米国 OAユーザー事情（２）」，『事務と経営』４１７号
１９８２年４月 「米国 OAユーザー事情（３）」，『事務と経営』４１８号
１９８３年１月 「ヨーロッパの OA動向」，『機械輸出』第３１巻１号，日本機
械輸出組合
１９８３年５月 「欧米 OA事情」，『事務管理』第２２巻６号，日刊工業新聞社
１９８３年５月 「欧州におけるコンピュータ・サービス産業の動向」，『コン
ピュータ・レポート』１９８３年６月号
１９８３年９月 「欧米の OA事情」，『電子工業月報』第２５巻９号，日本電子
工業振興協会
１９８３年１０月 「OA・TQC・標準化－実態調査の結果報告」，『標準化と品質
管理』第３６巻１０号，日本規格協会
１９８５年１０月 「OAレポート（１） 米国における OAの状況」，『事務と経
営』４６５号
１９８５年１１月 「OAレポート（２）AIの動向」，『事務と経営』第４６６号
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１９８５年１２月 「OAレポート（３） OAサクセス・ストーリー」，『事務と経
営』第４６７号
１９８８年７月 「中小企業情報化のポイント－経営者主導の積極的なアプロ
ーチを」，『データマネジメント』，日本データプロセシング協会
１９９０年５月 「産業情報化の現況」，『情報化白書１９９０』，日本情報処理開発
協会
１９９０年１２月 「シンガポールの会計教育」，『専修経営研究年報』第１４号，
専修大学経営研究所
１９９１年３月 「LAN，OA」，『データマネジメント』第３４６号，日本データ
プロセシング協会
１９９１年５月 「個別企業における情報化」，『情報化白書１９９１』，日本情報処
理開発協会
１９９１年７月 「セキュリティ・マネジメントを学ぶための本」，『日経コン
ピュータ』第２５７号（１９９１年７月１日号）
１９９１年１０月 「情報技術の活用で創造的経営の確立をめざそう」，『戦略コ
ンピュータ』，日刊工業新聞社
１９９２年５月 「企業における情報化」，『情報化白書１９９２』，日本情報処理開
発協会
１９９３年６月 「企業における情報化」，『情報化白書１９９３』，日本情報処理開
発協会
１９９４年５月 「企業における情報化」，『情報化白書１９９４』，日本情報処理開
発協会
１９９７年３月 「インターネット時代のビジネスとコミュニティ」，『専修大
学経営研究所報』第１２０号
２００３年３月 「経営学部教育の変遷」，『専修経営研究所報』第１５３号，専修
大学経営研究所
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２００６年６月 「専修大学経営学部における『情報』入試の実施と課題」，『情
報教育資料』第１５号，実教出版
【翻 訳】
１９６６年１１月 『労働組合による会社財務諸表の使い方』（訳書），日本生産
性本部
１９７２年１０月 「オークランド大学の学生情報システム」，『EDPリサーチレ
ポート』，日本能率協会
１９７３年１月 「財務モデル作成におけるシステム・アナリストの活用」，
『EDPリサーチレポート』，日本能率協会
１９７３年９月 「ジョージ・タウン大学の学習資源システム」，『EDPリサー
チレポート』，日本能率協会
１９７３年１０月，「販売・製造会社のための経営情報システムの計画」，『コン
ピュータ・レポート』，日本経営科学研究所
１９７４年２月 「財務見積計画」，『EDPリサーチレポート』，日本能率協会
１９７４年３月 「監査ソフトウェアの調査」，『EDPスペシャル・レポート』
日本能率協会
１９７４年３月 「コンピュータ資源をいかに管理すべきか」，『コンピュータ
・レポート』，日本経営科学研究所
１９７４年８月 「コンピュータ・ベースの小企業向け財務管理システム」，
『EDPリサーチレポート』，日本能率協会
１９７４年１０月 「財務システムの開発アプローチ」，『EDPリサーチレポート』，
日本能率協会
１９７５年１月 「コンピュータ費用の配分技法」，『EDPリサーチレポート』，
日本能率協会
１９７５年６月 「情報システムにおける会計の新しい役割」，『EDPリサーチ
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レポート』，日本能率協会
１９７５年１０月 「コンピュータ・サービスの費用計算法」，『EDPリサーチレ
ポート』，日本能率協会
１９７５年１２月 「予算編成へのコンピュータ・モデルアプローチ」，『EDPリ
サーチレポート』，日本能率協会
１９７６年１月 「経営情報システム部門の組織編成」，『EDPリサーチレポー
ト』，日本能率協会
１９７６年５月 「米国における大学教育のカリキュラムと設備に対する調査」，
『EDPリサーチレポート』，日本能率協会
１９７６年９月 「データベース実現化によるMISの可能性」，『EDPリサー
チレポート』，日本能率協会
１９７６年１０月 「データ処理サービスにおける原価計算の目的」，『EDPリサ
ーチレポート』，日本能率協会
１９７７年１月 「コンピュータによる財務データ報告システム」，『EDPリサ
ーチレポート』，日本能率協会
１９７７年１月 「コンピュータとマネジメント」，『コンピュータ・レポート』，
日本経営科学研究所
１９７７年２月 「MIS病の１０症状」，『コンピュータ・レポート』，日本経営
科学研究所
１９７７年３月 「組織と管理のシステム」，『コンピュータ・レポート』，日本
経営科学研究所
１９７７年４月 「経営管理者とコンピュータ」，『コンピュータ・レポート』，
日本経営科学研究所
１９７７年４月 「MISの長期計画に関する調査」，『EDPリサーチレポート』，
日本能率協会
１９７７年５月 「情報と管理のシステムズ・アプローチ」，『コンピュータ・
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レポート』，日本経営科学研究所
１９７７年６月 「基礎的情報システム」，『コンピュータ・レポート』，日本経
営科学研究所
【その他】
１９７２年３月 「連載研究講座 財務諸表論（１２）」，『会計人コース』第７巻
３号，中央経済社
１９７２年５月 「ジャカルタ見て歩き」，『ニュース専修』１９７２年５月２０日付
１９８０年３月 「オフィス・オートメーション産業―３兆円市場の確立を目
指して」，『電波新聞』１９８０年３月３１日付
１９８０年５月 「OAブーム雑感」，『情報科学』第１５１号，情報科学研究所
１９８０年７月 「米国諸大学のMIS教育」，『情報科学』第１５２号，情報科学
研究所
１９８０年１２月 「コンピュータへの誤解」，『情報科学』第１５５号，情報科学研
究所
１９８１年１月 「複写機の普及」，『情報科学』第１５６号，情報科学研究所
１９８１年３月 「自動化の功罪」，『情報科学』第１５７号，情報科学研究所
１９８１年５月 「環境変化と情報混乱（その１）」，『情報科学』第１５８号，情
報科学研究所
１９８１年７月 「環境変化と情報混乱（その２）」，『情報科学』第１５９号，情
報科学研究所
１９８１年９月 「環境変化と情報混乱（その３）」，『情報科学』第１６０号，情
報科学研究所
１９８３年９月 「日本から OAを学ぶ―欧州・仏の OA事情」（対談記録），『事
務管理』第２２巻１２号，日刊工業新聞社
１９８４年４月 「情報による企業活動の支援」，『経営ケースブック 情報管
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理』No.１４，法令実務総合研修センター
１９８５年９月 「ネブラスカ大学とは；専大と近く教員，学生を交流」，『ニ
ュース専修』１９８５年９月２０日付
１９８５年１０月 「市場分析―オフコン，ハンドヘルド・コンピュータ，日本
語ワードプロセッサ，PPC，PBX」，『ハイテク・ビジネスの近未来』（NK
MOOK），日刊工業新聞社
１９８８年７月 「経営者主導の積極的なアプローチを」，『データマネジメン
ト』３１４号，日本データ・プロセシング協会
１９８８年８月 「英会話と OAは時代の要請」，『ニュース専修』１９８８年８月
１５日付
１９８８年１０月 「情報と投資活動」，『データマネジメント』317号，日本デー
タ・プロセシング協会
１９８８年１１月 「多様なアジアの OAと英語」，『データマネジメント』３１８号，
日本データ・プロセシング協会
１９８８年１２月 「ソフトウェア技術者教育と情報技術者教育」，『データマネ
ジメント』３１９号，日本データ・プロセシング協会
１９９０年６月 「EOS特集に寄せて」，『三菱電機技報』第６４巻６号
１９９０年６月 「中小企業情報化の基礎」，『東京都中小企業情報システムニ
ュース』，東京都労働経済局商工計画部
２０００年５月 「Y２K問題の検証」，『ニューズレター』第15巻1号，日本セ
キュリティ・マネジメント学会
２００１年９月 「いま，大学教育のあり方を考える」，『Network経済』２００１
年秋，獨協大学経済学会 Network経済編集委員会
２００５年７月 「学部発信 経営学部；一般入試の選択科目に教科『情報』
を導入」，『ニュース専修』２００５年７月１５日付
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【学会等での報告】
１９７２年９月１日 「情報価値の測定」，日本会計研究学会全国大会
１９７３年５月１２日 「コンパラティブ・マネージメントに関する基礎的考察」，
日本経営学会関東部会
１９７３年１０月１３日 「コンパラティブ・マネージメントに関する基礎的考察」，
日本経営学会第４７回大会
１９７８年９月６日 「米国におけるビジネス教育の現状」，日本経営学会第５２
回全国大会
１９７９年６月１日 「わが国企業のコンピュータ利用実態調査」，組織学会研
究発表大会
１９８０年１１月７日 「アメリカの大学における経営情報教育」，日本経営教育
学会第３回全国大会
１９８１年９月２日 「情報システム的教育のあり方」，私立大学等情報処理教
育連絡協議会第４回情報処理教育シンポジュウム
１９８１年１１月２８日 「OAと標準化」，オフィス・オートメーション学会第４
回全国大会
１９８５年５月３０日 “A Comparative Study on Office Automation Between the
U.S.A. and Japan”, Pan Pacific Conference，Seoul, Korea
１９８６年６月６日 「DSSとニューテクノロジー」，オフィス・オートメー
ション学会第１３回全国大会
１９８７年５月１９日 “Comparison of SQC Implementation in the U.S and Ja-
pan Firms”, Pan Pacific Conference，Taipei, Taiwan
１９８８年５月１７日 “University Exchange Programs：Potential, Practice and
Problems”, Pan Pacific Conference，Singapore
１９９０年２月２４日 「経営国際化とグローバル情報システム」，オフィス・オ
ートメーション学会北海道部会
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１９９６年５月２９日 “Internationalization of Business Schools-Senshu Experi-
ence”, Pan Pacific Conference，Chiba, Japan
１９９９年６月２６日 「わが国私立大学における経営学部教育の回顧と展望」，
日本経営教育学会第３９回全国研究大会
２００３年５月１６日 「科学としての『経営情報論』の進展」（日本学術会議第
１８期経営学研究 連絡委員会シンポジウム『情報技術革新と経営学』に
おける報告）
２００３年１１月１日 「『経営情報学会誌』掲載論文１７９本の研究テーマと研究
方法の分析」，経営情報学会２００３年度秋季全国研究発表大会
２００５年６月２５日 「大学入試における『情報』の導入について」，日本情報
教育開発協議会第１回全国大会
２００６年６月２４日 「大学入試における教科『情報』の実施と高校教員の意
識」，日本情報教育開発協議会第２回全国大会
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